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1　は　じ　め　に

現在の我が国の野菜生産は，総休的にみる限り過剰基調

の段階に入ったと言われている。そして，青森県野菜の基

幹品目であるナガイモも，昭和53・59年度産と2回の価格

暴落を経験した。そこでこの研究では，需要関数の計測を

通じてナガイモ需要の特性を分析するとともに，価格安定

あるいは生産者側からみた適正価格水準を維持するための

適正出荷量を計測し，それを実現するために供給面で短期

的需給調整を実施する場合の効果等について検討すること

とした。

ここでは，生産・出荷・市場価格の全体的な動向把握と

ナガイモの需要特性について報告する。

2　生産・出荷・市場価格の推移

昭和40年以降のヤマノイモ（ナガイモ・イチョウイモ→ツ

クネイモ全休の呼称）作付面積・出荷量・価格の変化につ

いてみたのが図1である。作付面積は．40年の4，500厄か

ら48年の7，20仙伍へと一貫して増加，その後若干の減少が

みられるが，51年から再び増加傾向となり，53年には8，700

厄と過去最高の作付面掛こ達した。その後は7．700厄で横

ばいとなっている。出荷量は作付面積とほぼ同じ動向を示

している。

一方，価格の動向を名目価格でみると．52年までは上昇

傾向を示しているが，53年には出荷量の大幅な増加のため

52年の価格380円に対し170円と半値以下に低下した。こ

の影響は54年まで続き，同年には供給真が若干減少した

ものの価格は更に低下した。その後は約3万‘の出荷量減

となり，56－58年は400円以上の高水準となっている。出

荷量と価格の関係から大まかに区分すると，52年までは供

給量が需要の伸びに追いつかず，供給量の増加にもかかわ

らず価格は傾向的に上昇するパターンから，53年以降は供

給量の増加が価格の低下を招き，供給量の減少が即価格の

高騰を招く′ヾターンへ変化したと考えられる。

実質価格で価格の変動パターンをみると，周期は43～48

年まで5年，48－54年まで6年と，供絡量と逆相関を保ち

ほぼ5・6年サイクルで上下している。また価格の上下の

幅は43－48年の期間で410円から260円，48～54年の期間

で460円から160円であり，2回目のサイクルでの変動幅

の拡大が指摘できる。
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図1　ヤマノイモの作付面積・出荷量・単価の推移

注．1．作付面積・出荷量は野菜生産出荷統計。
2．単価は青果物卸売市場調査報告。
3．実質価格は消費者物価指数でデフレート（55
＝100）したもの。

3　需要関数の計測結果

東京都中央卸売市場・大阪市中央卸売市場・名古屋市中

央卸売市場を対象とした需要関数の計測結果が表1である。

ヤマノイモの需要関数計測に当たっては，価格の説明要因と

して，当期の供給量・消費者の所得水準・前期の価格・前

期の供給量・前期と当期供給量の増減率・時間の6要因を

選択した。この要因をもとに6通りの関数型について計測

し，その中で決定係数が高くなおかつ3市場に共通してい

る関数型を選択した。ナガイモの需要関数計測に当たって

は，価格の説明要因として，前記6要因のはか，代替作物

（ツクネイモ・イチョウイモの合計したもの）の価格と加

え7要因を選択した。関数型の選択は，①ヤマノイモの関数

型と同じモデルを選択したときの決定係数が比較的高かっ

たこと，㊥同一一・モデルの方が比較する上でも良いと判断し

たため，関数型はヤマノイモの場合と同一とした。

まず価格伸縮性をみると，ヤマノイモ全体の場合で1．6

－1．8の範囲であるが，ナガイモの場合では1．4－1．6と

低い結果となっている。このことは，ヤマノイモ全体の供

給量が増加した場合，ツクネイモ・イチョウイモの価格低

下割合がナガイモよりも大きくなることを意味する。特に

東京都中央卸売市場では，ヤマノイモ全体が1．8に対し，

ナガイモが1．4と他の2市場より差が大きくなっている。

所得弾力性についてみると，ヤマノイモ全体の場合，大

阪・東京でマイナス名古屋でプラスとなっている。東京で

のパラメータ推定値が多少不安定であることを考慮すると，
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表1ヤマノイモ・ナガイモ需要関数計測結果

b　　　　　 c　　　　 d
再 2 価 格

伸 縮性
所 得

．卯 力性

凋 転

係 数

．東　 京　 都 － 1．806 8 0．708 7 ．0149 11
0．9429

l・椚 中 ・3 922
0 ．50 帥

ヤ　 中 央卸 売 甫規 （二10・45 22 （一0．77的 ）」（b．282 3 ）

言 ＝吉 知 覧 諸 －1，740 2

（－6．493 4

－5．1263

（－3，5239 ）

0．364 2

（2．932 4）
0．紬6 5 1．7 40 2 2．9 458 0 ．63 58

モ ；茶 古 屋 市　中 央卸 売 市喝

（－

．67 74　　 2．9486 0．286 8

（2．746 6 ）

巨 9139 － 日 774 1．7 57両 ．73 32
．48 70） （ 2．2963 ）

乗 。房 」町 － ．459 4 3．2367 0．446 7
0 ．932 7 1．4 59 4 2．2日射0 ．55 幻

ナ　 中 央卸 売 市場 巳（－9．790 1） （ 2．雨 30 日 5．300 3 ）

ガ ：大 阪 市 l －1・608 9

イ 中 央卸 売 市場 ：（－6．279 9）

（：；二；：：；誹 諾 い 857 2
1．60 89 －3．2925 0 ．6 139

モ こ名 古 屋 市 ！－1．575 9

・中 央卸 売 ・市場 上．（「＿㌔亘88 9）

（ ‡：………歳 三…‡2，恒 95 7
1．5 759 1．6 233 旬．7 150

托．1．需要間数のモデルは，logPl＝a＋blPgQt＋clogYl＋dlogPt一・であ
り，Plはl鞠の価格．Qlはl朋の緻鼓，Ytはl期の所得（家計凋盆年報の
家計沼や支出を剛、た）．Pl－1は1－I間の価格であり，これらのうちパ
ラメータb．C．dの推定結繁のみを示す。

2．（）内はパラメータ推定値の安定性を示す1－億というものである。
3．価格一所得点いずれも実質価格である（55＝100）。
4．分折の対象期間は49年産（49年11円から50年10月までを1年とした）から
58年産までの10か年である。

所得の増加によって需要が増加するあるいは減少すると一

概には言えない状況にある。しかしナガイモでみた場合，

大阪－3．3，名古屋1．6，東京2．2となっており，東京，名古

屋では所得が増加すれば需要は増加するが．大阪では所得

が増加すれば需要は減少するという結果である。青森県産

ナガイモの販路拡大が大阪→名古屋→東京という経路をた

どったことを考慮すると，ナガイモは大阪の方から大衆化

し，必需品的性格を強めつつあるといえる。

昭和58年産のヤマノイモ出荷量全体に占めるナガイモの

割合をみると．東京59％．大阪85％．名古屋92％となって

いる。このことと，前述の価格伸縮性・所得弾力性の結果

とを考慮すると．大阪・名古屋の場合，ヤマノイモの大部

分がナガイモであり．ヤマノイモをナガイモと続み替えて

も差しつかえないと考えられる。しかし東京については，

イチョウイモ・ツクネイモの割合が41％もあることと，ヤ

マノイモとナガイモとの二つの計測結果の差から，次のよ

うなことが考えられる。まず供給量が増加した場合，ナガ

イモよりも，ツクネイモあるいはイチョウイモの価格低下

割合が高いため，長期的に供給過剰が続けば，ヤマノイモ全

体に対するナガイモの割合を現在より高めることは可能で

ある。また，消費者の所得が向上すれば，ナガイモ消費の

増加とシェアの拡大が期待される。つまり長期的に考えた

場合，イチョウイモ・ツクネイモの需要が減少する分，ナ

ガイモの需要拡大の可能性はあるということになる。

しかし，低成長経済の中での所得向上は余り期待できな

い。また，供給過剰の長期化は，価格伸縮性の結果からみ

て．ナガイモの再生産に必要な価格水準を維持できないこ

とを想定させる。

4　60年産ナガイモへの適用

60年産のナガイモについて，生産状況，東京・大阪にお

けるナガイモの需要関数，東京・大阪の全国ヤマノイモ総

出荷量に対するナガイモの割合，百森県でのナガイモ生産

費調査からみた適正価格水準を関連づけて．価格を推計し

たのが図2である。215．5円の価格は，物財費と集出荷経

費を賄うに足る水準であり，286．9円の価格は，215．5円

に適正な家族労働報酬をプラスした費用を賄うに足る水準

である。

大阪では215．5円を若干上回るものの286．9円を下回り，

東京では215．5円さえも下回る状況が予測された。逆に，

適正な労働報酬を賄うに足る286．9円を維持するための出

荷調整量を計測すると，東京では3，000暮，大阪では900

tの出荷調整が必要であるとの結果が得られた。
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図2　東京・大阪の出荷量と価格推計

注．1．A，A′：各市場における過去（48～59年）最低
の出荷量水準

2．B，B′：同上最高の出荷量水準
3．D，D′：各市場において286．9円の販売価格を

実現できる出荷量水準
4．C，C′：各市場に60年産ナガイモが出荷される

であろう数量とその価格水準

5　お　わ　り　に

現在．野菜の需給調整は，重要野菜を中心に進められて

いる。そして，それぞれの品目に対する具体的需要調整対

策は，まだ試行錯誤的段階にあるとも言われている。この

ような点から，ナガイモの現状についてみると，作付段階・

生産段階・出荷段階等どの段階までを含む需給調整策がよ

り適切か問題としても，生産者側からみた適正価格水準を

維持するためには需給調整は必要であり，その調整策の臭

射ヒが必要な状況にあると考える。
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